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はじめに

発育性股関節形成不全（Developmental Dyspla-
sia of the Hip：以下，DDH）に伴う股関節脱臼は
早期診断が重要である．しかし，2013 年に本邦
で行われた全国多施設調査で，1 歳までに診断さ
れなかった症例が全体の 15％も存在し，予想以
上に診断遅延例が多いことが明らかになった．ま
た，この調査では診断遅延例のほぼ全員が公的乳
児健診を受けていたが，多くが股関節異常を指摘
されていなかったことや，股関節異常を指摘され
て医療機関に受診歴があっても診断に至らなかっ
た例が一定数存在することも示された3）．これを
受けて健診体制の再構築が急務とされ，日本整形
外科学会・日本小児整形外科学会より「乳児股関
節健診の推奨項目と二次検診への紹介」（以下，

「推奨項目」）が作成された．これは，①股関節開
排制限，②大腿皮膚溝または鼠径皮膚溝の非対
称，③家族歴：血縁者の股関節疾患，④女児，⑤
骨盤位分娩，の 5 項目をチェックし，①が陽性ま
たは②③④⑤のうち二つ以上該当すれば二次検診
への紹介を医師に推奨するシステムである．2015
年にこの「推奨項目」が国から各自治体に通達さ
れ，徐々に普及しつつある．

本研究の目的は，DDH（脱臼）診断遅延例の患
者背景を調査し，「推奨項目」を用いたスクリーニ
ングの有用性について検討することである．

対象と方法

2003 年から 2018 年に当センターを受診した
DDH（脱臼）患者のうち，生後 7 か月以降に診断
された 58 例を対象とし，診断時年齢，性別，
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要　旨　【目的】Developmental Dysplasia of the Hip（以下，DDH）診断遅延例の患者背景を調査
し，「乳児股関節健診の推奨項目と二次検診への紹介」（以下，「推奨項目」）の有用性について検討
すること．【対象と方法】2003～2018 年，生後 7 か月以降に診断された DDH（脱臼）58 例の性別，
DDH 家族歴，分娩時胎位，乳幼児健診受診歴および異常指摘の有無について調査した．【結果】56
例（97%）が女児で，家族歴が 16 例（28％）にあり，骨盤位分娩は 14 例（24%）であった．乳幼児健診
を受けたことが確認できた 54 例のうち 15 例（28%）が股関節異常を指摘されていたが，診断に至ら
なかった．「推奨項目」を用いると，問診項目だけで 27 例（47％）が，身体所見判明分も含めると 39
例（67%）が二次検診紹介基準に当てはまっていた．【結論】「推奨項目」を用いることで，従来の健
診体制で診断遅延となった児の多くが二次検診の対象となり，DDH（脱臼）の早期診断に有用と考え
られる．
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体制下では多くの診断遅延例が存在していた3）．
「推奨項目」の周知によって二次検診紹介率の上
昇，ひいては診断遅延例の減少が期待されている．
「推奨項目」は過去に報告された DDH 患者の背景

因子から決定されている．Hundt らは meta-analysis
を行い，DDH 患者のうち女児が 78％，DDH 家族
歴ありが 13％，骨盤位分娩が 15％であり，これ
らは有意なリスクファクターであると報告してい
る4）．片岡らは滋賀県内の DDH 患者を調査し，女
児が 87％，DDH 家族歴ありが 23％，骨盤位分娩
が 12％であったと報告している6）．また，2013
年の全国調査では女児が 89％，DDH 家族歴あり
が 27％，骨盤位分娩が 15％であった3）．これらの
リスクファクターは地域差がなく問診等で簡便に
チェックできるため，スクリーニングに有用である．

DDH 診断遅延例におけるリスクファクターを有
する割合は，本研究において女児が 97％，DDH
家族歴ありは 28％，骨盤位分娩は 24％であり，
いずれも高い割合であった．しかし，文献的には，
早期診断例と比べるとリスクファクターを有する
割合はやや低い傾向がある．野村らは生後 6 か月
以降に診断された 20 例において，女児が 80％，
DDH 家族歴ありは 0％，骨盤位分娩は 10％で
あったと報告している8）．Azzopardi らは生後 3
か月以降に診断された 67 例を調査し，女児が 90％
であるが，骨盤位分娩は 6％であり，生後 3 か月
未満の早期診断例（30％）と比べて有意に少なかっ
たと報告している1）．同様に Mulpuri らは生後 3
か月以降に診断された 113 例のうち女児が 83％，
DDH 家族歴ありは 26％であるが，骨盤位分娩は
9％であり，生後 3 か月未満の早期診断例（32％）
と比べて有意に少なかったと報告している7）． 海
外ではリスクファクターが浸透しており，骨盤位
分娩児が注意深く観察されているためと推察され
るが，いずれにせよ一般的な割合（3％）4）よりは
高いといえる．
「推奨項目」を用いたスクリーニングが行われて

いた場合に，どれだけ診断遅延が予防され得るか
についての報告は少ない．香川らは生後 12 か月
以降に診断された 46 例うち，松戸方式のスク

DDH 家族歴，分娩時胎位，乳幼児健診受診歴お
よび股関節開排制限指摘の有無，診断前の医療機
関受診歴について診療録から調査した．

結　果

診断時年齢の中央値は 1 歳 4 か月（7 か月～4 歳
3 か月）で，男児が 2 例，女児が 56 例（97％）で
あった．DDH 家族歴は 16 例（28％）で有してお
り，骨盤位分娩は 14 例（24％）であった．家族歴
と骨盤位分娩の重複は 3 例であった．また，男児
2 例はいずれも家族歴を有していた．4 例は乳幼
児健診受診歴が不明であったが，残りの 54 例に
健診受診歴があり，うち 15 例（28％）は股関節の
開排制限を指摘されていた．その後，二次検診等
のため 4 例は整形外科，3 例は小児科，1 例は整
形外科と小児科，1 例は産科を受診していたが，
いずれも診断に至っていなかった．6 例は医療機
関を受診していなかった．
「推奨項目」に当てはめると，③④⑤の問診項目

だけで 27 例（47％）が，①股関節開排制限の判明
分も含めると 39 例（67％）が二次検診紹介基準に
当てはまっていた（図 1）．

考　察

地域・自治体によって差はあるが，従来の DDH
スクリーニングは主に 3，4 か月健診時に健診医
が股関節開排制限をチェックすることのみで行わ
れてきた．この基準での二次検診紹介率は静岡県
浜松市で 2.1％2），愛知県全体で 1.8％10）であり，
全国的に同程度と考えられる．しかし，この健診

図 1．診断遅延 58 例の「推奨項目」によるスクリーニング
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リーニング9）に準じて「推奨項目」の①股関節開排
制限および③④⑤のリスクファクターだけで判定
すると 48％が紹介基準に当てはまったと報告し
ている5）．本研究では同様の基準に 67％がに当て
はまっており，②大腿皮膚溝または鼠径皮膚溝の
非対称がチェックされることで，さらに多くの診
断遅延を防げる可能性があると考えられる．
「推奨項目」を用いたスクリーニングは，明らか

な股関節開排制限がない場合でも，性別，DDH
家族歴，分娩児胎位，皮膚溝といった，誰にでも
チェックできる項目にてスクリーニングできるの
が最大の利点である．しかしながら，いくつかの
課題が残されている．まず，男児例を見逃す危険
性がある．本研究の診断遅延例に男児 2 例が含ま
れていたが，家族歴を有するものの他の該当項目は
なく，二次検診紹介基準に当てはまっていなかった．

また，15 例（28％）は乳児期の健診で股関節開
排制限を指摘されており，そのうちの 9 例（16％）
は事前に医療機関を受診していたにもかかわらず
早期診断に至らなかった．このことは，DDH 患
者の減少に伴い診療経験のある医療者が少なく
なっており，整形外科医師をはじめとした二次検
診を担う医師の診断技術が低下している可能性を
示唆している．これに対し日本整形外科学会・日
本小児整形外科学会では，「整形外科医のための
乳児股関節二次検診の手引き」を作成し，診断・
治療の指針を提示している．また，二次検診での
正確な診断のためには，客観的な画像評価である
超音波診断の普及が必須と考える．一方で「推奨
項目」を用いたスクリーニング体制による二次検
診紹介率は約 10～15％に及ぶため2）9），二次検診
対応可能施設数の増加も必須である．「推奨項目」
を用いたスクリーニング体制によって紹介基準が
明確になることで，身体所見およびリスクファク
ターを有する乳児が速やかに適切な二次検診施設
へ紹介され，早期に診断されるようになることを
期待したい．

まとめ

本研究結果から，従来の健診体制により診断遅

延となってしまった DDH 患者のうち，リスク
ファクターのみで半数程度が，身体所見も加える
と 2/3 以上が，「推奨項目」を用いたスクリーニン
グによって早期診断に至った可能性がある．二次
検診体制の強化が同時に必要であるが，乳児健診
における「推奨項目」の活用は，DDH 早期診断に
有用と考えられる．
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